































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































北 星 論 集（経） 第５３巻 第１号（通巻第６４号）
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３２ 福地俊雄「判研」法時３４巻３号９５・９６頁；右
田尭雄「判解」最判解民事篇昭和３６年度２８３・
２８４頁を参照。また，池田・判タ１１５７号１０７頁
も参照。
３３ 滝澤孝臣「取得時効の起算点」（同「民事法の
論点Ⅱ」（２０１１年）所収）２７・２８頁は，時効取
得と登記に関わる④の判例準則の見直しを提
案する。
３４ 池田・判タ１１５７号１１０頁：石田・リマークス４６
号２１頁も参照。
３５ 拙稿「取得時効と登記－境界紛争型に限定し
て（１）」北星学園大学 経済学部 北星論集５１
巻１号９６―１０１頁を参照。
なお，最判平成１０年２月１３日民集５２巻１号
６５頁は，「地役権 対 所有権」のケースを，１７７
条の「第三者」の解釈で，「地役権設定登記の
欠缺を主張することは，通常は信義に反する
ものというべきである」として，承役地の譲
受人が，「地役権設定登記の欠缺を主張するに
ついて正当な利益を有する第三者に当たらな
い」とした。「地役権 対 所有権」のケースは，
「平成２４年判決」の「所有権 対 抵当権」と
同じように，両権利が併存可能である。平成１０
年最高裁判決の判例法理も，「平成２４年判決」
の事案の解決を考えていくにあたっては，参
考になるだろう。
３６ 抵当不動産の第三取得者にも３９７条が適用され
ることを判示したとされる最判昭和４３年１２月２４
日民集２２巻１３号３３６６頁についても，その評価
は分かれている。たとえば，久須本・法経論
集１６７号１１－１３頁を参照。
３７ 古積「時効による抵当権の消滅について」１３６・
１３７頁を参照。
３８ 五十川・ジュリ１４５３号７０頁を参照。
３９ 「平成１５年判決」の抵当権者も，判旨からは
読みとれないが，１１００万の融資額を考えるに，
金融機関だったのではないか。それを考える
に，法理論上は，「平成１５年判決」の判旨で致
し方ないと考えるが，「権利の上に眠っていた」
抵当権者を保護することには，疑問を感ずる。
４０ 費用対効果の低さから，本件では，担保管理
（実地調査）が行われていなかったのかもし
れない。いずれにしても，本件の抵当権者の
リスク管理態勢に問題があったと思われる。
４１ 伊藤・銀法７４７号９頁：石田・リマークス４６・２１
頁；松久・金法１７１６号３３頁；吉岡・金法１７４５
号３２頁も同旨。
なお，吉田・判評６４９号６・７頁，８・９頁
は，抵当権者に，抵当不動産の現況調査を課
すことへの疑問を呈している（久須本・愛知
大学法経論集１６７巻２３頁も同旨）。
４２ もちろん，抵当権者が，金融機関のような専
門的な知識を持たない者である場合，抵当権
者に現況調査・確認義務を負わせるべきかど
うかという問題もある。
再度の取得時効による抵当権の消滅
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